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学習人口の現状

2
（出典）
文部科学省「平成25年度学校基本調査」、文部科学省「平成23年度社会教育調査」、文部科学省「子どもの学校外での学習活動に関する実態調査報告」（平成20年8月）、
経済産業省「平成22年特定サービス産業実態調査」等
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0.9

152

0.3

0.6

民間のカルチャーセンター等における受講者数

978万人

知事・市町村長部局が開催する学級・講座の受講者数 709万人

↑ （※）は「子どもの学校外での学習活動に関する実態調査
報告」（平成20年8月）の割合と「平成25年度学校基本調
査」の数字を乗じた推計値
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学校、専門学校等（正規課程）における学習者

学校等以外における学習者

（黄色は、そのうち、民間教育事業者と特に関連の深いもの）

高等学校開放講
座（公立）

18万人

社会教育施設利用者（年間延べ数）
◆公民館（類似施設を含む）................ 2億0,452万人 ◆青少年教育施設 ......... 2,004万人 ◆社会体育施設 ......... 4億8,628万人
◆博物館（類似施設を含む） ............... 2億7,665万人 ◆女性教育施設 .............1,017万人 ◆民間体育施設 ......... 1億3,642万人
◆図書館 ............................................1億8,756万人 ◆生涯学習センター ........2,648万人



この１年間の生涯学習の実施状況

○ 「この１年間に生涯学習を行っている」人の割合は、前回調査(平成２０年度)と比較して、

約１０ポイント増加。

○昭和６３年度調査と比較して、約２０ポイント増加。
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60.0%

昭和63年度 平成3年度 平成11年度 平成17年度 平成20年度 平成24年度

【母集団】：20歳以上の者 【対象者】：3,000人(昭和63年度,平成17年度は5,000人)
【回収率】：6割～ 7割 出典：内閣府「生涯学習に関する世論調査」
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「生涯学習」に対する今後の意向

○ 「生涯学習をしてみたいと思う」人の割合は、２０年前と比較して、約２０ポイント増加。

【母集団】：20歳以上の者 【対象者】：3,000人(昭和63年度,平成17年度は5,000人)
【回収率】：6割～ 7割 出典：内閣府「生涯学習に関する世論調査」
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出典：文部科学省「平成26年度開かれた大学づくりに関する調査」（平成27年3月）

公開講座開設大学数

公開講座開設数

公開講座受講者数

大学（国・公・私立）公開講座実施状況
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地域社会への貢献

【実際に取り組んでいる項目】

95.8%

52.7%

85.3%

50.0%

24.3%

40.3%

80.8%

47.2%

89.7%

68.5%

56.2%

44.6%

34.6%

0.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

公開講座を実施すること

生涯学習や教育の最新動向等について情報発信すること

社会人入学者を受け入れること

社会人の学び直しに関すること

人材認証制度を実施すること

正規授業を一般公開すること（公開授業など）

学生の地域貢献活動を推進すること

地域活性化のためのプログラムを開発・提供すること

教員を外部での講座講師や助言者、各種委員として派遣すること

施設等を開放し、地域住民の学習拠点とすること

地域ニーズの把握のため、地域（自治体等）との話し合いの場（会

議体等）を設けること

大学における地域企業や官公庁と連携した教育プログラムを実施

すること

多様なメディアを活用し、大学の資源・コンテンツなどを開放するこ

と

無回答
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出典：文部科学省「平成26年度開かれた大学づくりに関する調査」（平成27年3月）

大学が地域社会への貢献として取り組んでいる項目は、「公開講座を実施すること」、「社会人入学
者を受け入れること」、「学生の社会貢献活動を推進すること」、「教員を外部での講座講師や助言者、

各種委員として派遣すること」の割合が高い。



１．ＭＯＯＣ（Ｍａｓｓｉｖｅ Ｏｐｅｎ Ｏｎｌｉｎｅ Ｃｏｕｒｓｅ）とは

情報通信技術を活用した学習機会の提供例（ＭＯＯＣについて）

ＭＯＯＣ機関の
名称

国名 設立 提供科目数
参加機関
（大学）数

登録者数
（万人）

Ｃoursera 米 2012年4月 939講座 118 1123

edX 米 2012年5月 161講座 33 160

Udacity 米 2012年2月 38講座 2 75

Future Learn 英 2012年12月 39講座 29 20

FUN 仏 2013年10月 50講座 全高等教育機関 10

iversity 独 2013年10月 28講座 20 50

XuetangX 中 2013年10月 15講座 3 不明

※ 高等教育機関等におけるＩＣＴの利活用に関する調査研究（文部科学省・Ｈ２５年度）より
（ＣｏｕｒｓｅｒａについてはＨＰ情報を元にＨ２７年１月時点に更新）

３．ＪＭＯＯＣ （日本オープンオンライン教育推進協議会）

○ 目的： 日本版ＭＯＯＣの普及・拡大
○ 設立： 平成２５年１１月
○ 提供科目数： ３６講座（２０１４年度内開講予定含む）
○ 参加大学数： ３８大学
○ 登録者数： 約１０万人

※ ＪＭＯＯＣ調べ（平成２７年１月時点）

※ ＪＭＯＯＣ調べ（プラットフォーム「gacco」のみ）
➀平成26年12月4日時点 ➁平成26年5月調査 ➂平成26年9月調査
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16%
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51%
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16%
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授業時間

13%

交通機関
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飲食店で

の待ち時間

10%
その他

3%

①登録者の年齢層 ②登録者の職業 ③学習時の状況

大規模 公開 オンライン 講座

２．海外の主なＭＯＯＣ機関

CloseからOpenへ

リッチメディア化

学習コミュニティの形成

ＭＯＯＣ誕生

ＭＯＯＣ誕生まで

２００１年

米ＭＩＴがＯＣＷにより、全ての科目教材をオープン化

配信情報がテキストから
講義映像へシフト

ネット上に学習コミュニティが形成

２０１１年 スタンフォード大学教授による人工知
能の講義が公開→１０万人が受講

ＪＭＯＯＣにおける学習者像

【開講例】 「日本中世の自由と平等」（東京大学･本郷教授）

• JMOOC最初の講座（H26年4月）

• ２万人が受講登録

• 全体修了率：18％

※ 画像：JMOOCホームページより

⇒ 【反転授業の様子】

反転授業を実施し、13才から

81才の90名が参加

世界中に広がる！

• 世界の有名大学による講義がインターネット上で公開され、無料
で受講可能。

• 講義や説明動画が短く、複数週間にまたがって講義が展開され
る（例：10分×5回×15週間など）

• １講座あたり数千～数万人と受講者が多いため、相互採点や掲
示板機能を利用した受講者同士の学びを重視

• 受講期間中に小テストや課題提出があり、修了認定証等を得ら
れる講座もあるが、学位プログラムの提供はない

ＭＯＯＣの特徴
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公民館の講座数及び受講者数の推移

出典：文部科学省「社会教育調査」

平成１１年度：講座数 約２６万講座

平成１１年度：受講者数 約９６２万人

平成２３年度：講座数 約３８万講座

平成２３年度：受講者数 約１，０４５万人
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地方自治体の生涯学習・社会教育担当者へのアンケート調査結果
(１)地域活動の課題

地域活動における課題は、「地域活動の参加者の高齢化」
「地域活動の参加者が少ない、減ってきた」「活動する人材が偏っている」

地域活動における課題（n=1119：複数回答）

27.9%

49.7%

11.2%

3.4%

0.6%

0.4%

0.5%

0.1%

2.9%

0.5%

0.4%

0.1%

2.3%

18.9%

30.6%

28.7%

7.0%

0.8%

1.7%

2.7%

0.2%

3.6%

1.7%

0.2%

4.0%

14.4%

7.7%

21.5%

11.2%

1.6%

4.4%

7.1%

1.2%

13.1%

7.9%

0.4%

0.1%

9.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

地域活動の参加者が少ない、減ってきた

地域活動の参加者の高齢化が進んでいる

活動する人材が偏っている

活動のまとめ役となる人材がいない

活動の拠点となる場所がない

活動する団体・グループの資金が不足気味

地域活動の情報が住民に知れ渡っていない

世代間で摩擦が起きている

活動が行政主導になりがちになる

以前と比べて活動が停滞してきている

その他

課題は特にない

無回答

1位 2位 3位

9（出展）文部科学省「社会教育に関わる地域人材の養成実態及び活動実態に関する調査研究」（平成26年3月）



「地域活動の実践者やリーダーを養成する講座の開催」について規模別に比較
したところ、規模が小さい自治体で、特に差が大きい。

自治体規模別 地域活動の実践者やリーダーを養成する講座の開催

地方自治体の生涯学習・社会教育担当者へのアンケート調査結果
(２)生涯学習・社会教育主管課の取組・支援

10（出展）文部科学省「社会教育に関わる地域人材の養成実態及び活動実態に関する調査研究」（平成26年3月）



養成講座の実施形態は、「単独主催」が半数以上

他部局との連携や大学との連携は、あまり進んでいない

講座の実施形態（n=510：複数回答）

57.3%

12.0%

5.1%

8.8%

19.6%

11.0%

1.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

貴組織（貴部署）の単独主催

他部局との連携

他自治体との連携

大学との連携

NPO、地域の団体・サークルとの連携

その他の組織との連携

無回答

地方自治体の生涯学習・社会教育担当者へのアンケート調査結果
(３)講座の形態

11（出展）文部科学省「社会教育に関わる地域人材の養成実態及び活動実態に関する調査研究」（平成26年3月）



多様な生涯学習機会の分類について
※加藤委員の意見を踏まえ事務局で作成

フォーマル教育
（公教育、学校教育）

ノンフォーマル教育
（学校外教育）

インフォーマル教育

概要
（出典:日本生涯教育
学会『生涯学習研究ｅ
事典』渋谷英章）

高度に制度化され、年齢によって構造化
され、階層的に構成された、小学校から
大学に至るまでの教育。実際には学校に
おける教育を指す。

学校教育（フォーマルエデュケーション）
の枠組みの外で、特定の集団に対して一
定の様式の学習を用意する、組織化され、
体系化された（この点でインフォーマルエ
デュケーションと区別される）教育活動を
指す。

あらゆる人々が、日常的経験や環境との
触れ合いから、知識、技術、態度、識見
を獲得し蓄積する、生涯にわたる過程。
組織的、体系的教育ではなく、習俗的、
無意図的な教育機能である。具体的に
は、家庭、職場、遊びの場で学ぶ、家族
や友人の手本や態度から学ぶ、ラジオの
聴取、映画・テレビの視聴を通じて学ぶな
どがあげられる。

主な学習機会の例

学校教育
学校外の学習機会 （組織化・体系化さ
れたもの）

学校外の学習機会 （左記以外のもの）

・小中高等学校教育 ・大学公開講座 ・講演会、研修会等

・大学教育 等 ・放送大学科目履修 ・学習者同士の相互学習

・認定社会通信教育 等 ・図書館での学習 等

学習成果の証明方法

・修了証書、履修証明、オープンバッジ ・関連する検定試験の受検

・卒業証書、学位 ・関連する検定試験の受検 ・ＳＮＳを活用した相互保証 等

・ＳＮＳを活用した相互保証 等

学習成果活用の場面

・進学、就職 ・スキルアップ・自己啓発

・進学、就職 等 ・スキルアップ・転職（学び直し） ・ボランティア活動

・地域課題解決に向けた活動 等 ・生きがいづくり 等
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地域課題解決をテーマにした公開講座の例（桜の聖母短期大学）
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【傾聴ボランティア講座】

傾聴ボランティア養成講座は、生涯学習センターの開放講座（公開講座）の1つとして、2010年度からス
タートした。2010年度は、受講生は20名程度だったが、東日本大震災後の2011年度には90名以上の応募
があった。震災を経験し、自分たちでも何かボランティアをしなければという使命感から参加者が増えたと
思われる。
本講座は、「傾聴ボランティア養成講座」と「傾聴ボランティアアフターケアコース（養成講座を受講した人
が実際にボランティアをした後、自分の体験を語ることで、心のアフターケア・ストレス対策等を行う講座）」
の2つがあり、2014年度までで2コース合わせて延べ374名が受講している。受講者は、60歳代の女性が中
心となっている。
養成講座は、3時間×5講座の計15時間からなり、希望する修了者には認定証も発行している（2014年度
までに162名に発行）。
さらに、現在では、養成講座の修了者が、「傾聴ボランティアさくら」という団体を自主的に組織し、傾聴ボ
ランティアの活動をしている。高齢者福祉施設やグループホーム、仮設住宅など８か所以上のボランティア
先を自分たちで開拓し、ボランティアとして毎月、定期的な訪問を行っている。また、月2回短大に集まって
の会合や、自分たちの活動をまとめた会報づくりなどもしている。なお、「さくら」の運営については、桜の聖
母学院のシスターがサポートをしている。
また、本講座を新たな展開として、2015年度には、会津若松市において傾聴ボランティア養成講座を開
催することになっている（会津若松市福祉協議会と協定が結ばれた）。

文部科学省「平成26年度開かれた大学づくりに関する調査」（平成27年3月）より作成



大学間連携により設置した一般社団法人が中心となり、地域で子どもの教育活動を担う学生・住民の活動を支援するため、
一定の受講経験や活動経験を評価・認証する、「教育支援人材認証制度」を構築。認証者の活動現場は、地元自治体が用意し
たり、一般社団法人がプラットホームとなって地域課題解決のために、地域と連携を図りつつ運用。

（社）教育支援人材認証協会 「教育支援人材認証制度」

③養成講座準備 ④養成講座実施

⑤養成講座終了

⑥上記社団法人
において人材認証

学校支援地域本部

放課後子ども教室

放課後児童クラブ

その他の子どもに
関わる事業等

②プログラムの認証→

協会加盟大学 H.27.4.1 現在 21大学・専門学校加盟※
※札幌大学、東京学芸大学、東京成徳大学、白梅学園大学、星槎大学、ヤマザキ学園大学、
明星大学、新渡戸文化短期大学、浜松学院大学、奈良教育大学、東京未来大学
大阪成蹊大学、千里金蘭大学、中国学園大学、鳴門教育大学、日本文理大学、自由学園
十文字学園女子大学、聖学院大学、日本児童教育専門学校

仕組の活用・運用支援
パスポートクラブ・遊びの
タネ活動

養成人材の出口支援

⑦
養
成
人
材
の
活
用

〈一般社団法人 教育支援人材認証協会〉理事長：東京学芸大学長
・プログラムの開発・認証
・会員大学の地域との連携による講座実施支援、
・制度活用・運用支援
・認証の管理、更新
・養成人材のネットワーク化

〈実施体制〉

〈期待される効果の一例〉

〈子どもパートナー〉※標準履修時間4時間
H.27.4.1 現在 4,798名取得
〈子どもサポーター〉※標準履修時間12時間
H.27.4.1 現在 1,497名取得
〈子ども支援士〉 ※標準履修時間30時間
H.27.4.1 現在 124名取得

(GP以降 計3,612名)

←①プログラムの申請

○大学をプラットホームにして生涯学習を通じた地域づくりに貢献 （地域で学びを通し子どものサポートに協力できる市民・学生人材を育成）
○大学と地域との連携事業の拡大 （子どもをサポートする事業を協働して実施でき、サポーターの学びを地域課題の解決につなげやすい）
○学部教育、キャリア教育の一環として有効 （学生が認証取得後にボランティアとして活動。顕彰制度を今後展開の予定）

「NPO東京学芸大こ
ども未来研究所」が
取組の発展等を支援

地元自治体等が認証者
の活動場所を用意・情報
提供

14

地元自治体等が講
座を共同計画

人材認証制度の例（教育支援人材認証協会） 中央教育審議会生涯学習分科会学習成果活用部会(第２回）
松田東京学芸大学教授御発表資料（資料１）抜粋



実施運営している
（他機関との共同
実施・運営を含
む）　18.0%

実施運営してい
ない（他機関への
協賛・後援を含

む）
82.0%

地方自治体・教育委員会・大学等へのアンケート調査結果
人材認証制度の実施状況①

15
（出展）文部科学省「人材認証制度の現状及び課題分析に関する調査研究」（平成23年3月）

機関別の実施・運営状況

12.3%

16.6%

24.9%

87.7%

83.4%

75.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自治体（n=781）

教育委員会(n=933)

大学・短大(n=836)

実施している 実施していない

人材認証制度の実施・運営状況(n=2550)



地方自治体・教育委員会・大学等へのアンケート調査結果
人材認証制度の実施状況②

16
（出展）文部科学省「人材認証制度の現状及び課題分析に関する調査研究」（平成23年3月）


